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近年の高速化並びに小型化の要求に伴 う、ニップ通過時間 （デュエルタイム）の短縮に対応するよう
な優れた熱供給能力を有するとともに、益々多様化する被記録材に対応 した、紙繊維の凹凸への追従性
が高 くかつ トナーの溶融ムラの低減が可能な定着部材を提供する。定着部材の該弾性層がシリコーンゴ
厶、無機充填剤、および気相成長法炭素繊維 を含有 し、該弾性層中の無機充填剤の体積配合割合をX
(%) 、気相成長法炭素繊維の体積配合割合をY ( % ) としたとき、 3 X + 3 0 Y ≤ 1 7 0 、 2 5 ≤ Χ

≤ 5 0 、 0 . 5 ≤ Υ ≤ 3 . 1 の関係を満た し、且つ気相成長法炭素繊維の繊維長と繊維径の比であるァ
スぺク ト比を、 5 0 以上とする。これによ り、弾性層の熱浸透率 と柔軟性を良好に制御可能 となるた
め、高い熱供給能力と被記録材の凹凸追従性を有する電子写真用定着部材が提供できる。



明 細 書

発明の名称 ：

電子写真用定着部材、定着装置及び電子写真画像形成装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、電子写真用の定着部材に関する。 また、それを用いた定着装置

及び電子写真画像形成装置に関する。

背景技術

[0002] 一般 に、 レーザ一プ リンタ一や複写機等の電子写真方式に用い られる加熱

定着装置では、一対の加熱 されたローラとローラ、 フイルムとローラ、ベル

卜とローラ、ベル トとベル ト、 といった回転体が圧接 されている。

そ して、未定着の 卜ナ一による画像 を保持 した被記録材が、 この回転体間

に形成 された圧接部位 （定着二 ップ）に導入されて加熱 され、該 卜ナ一を溶

融 し、紙等の被記録材に当該画像 を定着 させる。

被記録材上に保持 された未定着 トナー像が接する回転体は定着部材 と称 し

、その形態に応 じて定着 ローラ、定着 フイルム、定着ベル トと呼ばれる。

[0003] これ ら定着部材 と しては、以下のような構成のものが知 られている。

金属 または耐熱性樹脂等で形成 された基材上に、耐熱性 を有するシ リコ一

ンゴ厶弾性層、及びシ リコーンゴム接着剤 を介 してフッ素樹脂か らなる離型

層を被覆 した構成。

シ リコーンゴム弾性層上にフッ素樹脂の塗料の塗膜 を形成 し、該塗膜 をフ

ッ素樹脂の融点以上の温度で焼成することで離型層を形成 した構成。

上記 した構成 を有する定着部材は、シ リコーンゴム弾性層の優れた弾性変

形 を利用 して、定着ニ ップにおいて 卜ナ一像 を過度 に押 しつぶすことな く、

包み込んで溶融 させることができる。そのため、特 に多色構成のカラ一画像

の定着 において、像ズ レ、 に じみを防ぎ、混色性 を良 くするという効果があ

る。 また、被記録材である紙の繊維の凹凸に追従 し、 トナーの溶融ムラが発

生するのを防止するといつた効果がある。



更に、定着部材の機能としては、定着ニップ部位において瞬間的に、被記

録材に対 し卜ナ一を溶融するだけの十分な熱量を供給することが求められて

いる。

[0004] かかる課題に対 し、特許文献 1 では、定着部材の一部に高熱容量物質を混

入することで定着部材の熱容量を大きく確保 し、被記録材に対する熱供給量

を増大させる構成が知られている。これにより、定着部材により多 くの熱量

を蓄積することが出来る為、省電力化および高速化に有効であるとされてい

る。

[0005] また、特許文献 2 では、弾性層中に充填剤と力一ボンナノチューブを含有

させることで、弾性層の熱伝導性を改善 した定着ベル 卜の提案がなされてい

る。ここでは弾性層中の充填剤の配合量と、力一ボンナノチューブの配合量

を制御することで、熱伝導率と弾力性の向上が可能とされている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 _ 4 5 8 5 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 9 2 0 0 8 号公報

非特許文献

[0007] 非特許文献1 ：伝熱工学資料 改訂第4 版 日本機械学会編 3 0 頁

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] ところで、上述 したように定着プロセスは未定着 トナーが接する定着部材

とそれに対向 して当接する加圧部材との間に形成された定着ニップ部位にお

いて、被記録材及び トナーに対 して熱エネルギーが供給される。これにより

卜ナ一の溶融を招来 し、定着ニップ通過後に冷却固化することで被記録材上

に トナーが固着 し定着画像が形成される。近年の加熱定着装置における高速

化並びに小型化の要求に伴い、定着ニップ通過時間 （デュエルタイム）が短

縮されるため、被記録材及び 卜ナ一に対 して、より短い時間での熱供給を行



う必要がある。

[0009] 本発明者等は、定着部材から被記録材への熱供給に関 して考察をすすめ、

高温物質から低温物質に対する熱供給能力には熱浸透率の概念の導入が有効

であると考えた。即ち、熱浸透率とは、ある物質が温度の異なる物体に接触

したときに熱を与え、或いは熱を奪い取る能力の指標 として用いられている

。この熱浸透率 b は、下記式 （1 ) で示される。

b 二 （ス C p ) 。 5 ( 「 ）

ここで、 スは熱伝導率を、 C p は定圧比熱を、 p は密度を表 している。また

、 C p は単位体積あたりの比熱 （= 体積熱容量）を表す。熱浸透率は大き

いほど熱供給能力が高 く、小さいほど熱供給能力が低いことを示 している。

定着部材においては、被記録材及び 卜ナ一に対 し、より短いデュエルタイム

で熱エネルギーを与えるために、熱供給能力向上の観点から、熱浸透率を高

く設計する必要がある。そのため、熱伝導率と体積熱容量の双方を、互いを

犠牲にすることなく共に向上させる必要がある。

[001 0] —方、ユーザ一の使用環境の多様化に伴い、被記録材として用いられる紙

についても多様な仕様のものが使用され、定着部材の熱供給能力もそれら多

様な仕様のものに対応する必要性が生 じている。中でも古紙配合率の高い再

生紙のような、より大きな凹凸を有する紙を用いた場合には、表面の凹凸が

大きいため、熱供給の観点からも不利に働 くと考えられる。

[001 1] 二物質間の接触伝熱を考える場合、伝熱に影響を与える因子としては、接

触面の表面粗さ、押 しつけ圧力、接触物質の硬さなどが大きく作用すること

が知 られている （非特許文献 1 ) 。 しか しながら、定着装置の押 しつけ圧力

を強 く設計すると、定着装置を回転させるために必要な トルクが上昇 して し

まい、結果的に装置の大型化につながる。また、凸部に形成された 卜ナ一像

が、過度に押 し潰されることにより、像の滲みや ドッ ト再現性の低下を招来

する。よって、接触物質、即ち定着部材の柔軟化が必要となる。

[001 2] 特に紙の凹部に存在する 卜ナ一に対 して十分に溶融させ、混色せ しめるた

めには、紙が定着ニップ部位を通過する際に、定着部材表面が紙の凹凸に対



して追従 する必要がある。定着部材表面が追従 することで、 凹部 の トナーに

直接接触 して伝熱 させ ることがで き、 トナーの溶融 ムラが発生するのを防止

するとい つた効果が得 られる。 このような効果 を得 るため には、弾性層 をよ

り低硬度 に設計 し柔軟性 を確保 する必要がある。

[001 3] 先 に述べたように、定着部材の熱供給能力は、弾性層の熱浸透率、即 ち熱

伝導率 と体積熱容量 を高 く設計することで向上 させ ることがで きる。 これ ら

の熱物性 は弾性層 における充填剤 の含有量 を増加 させ ることによ り向上 させ

ることがで きる。 しか し、 当該領域 における充填剤 の添加量の増加 は、弾性

層の硬度 をも上昇 させて しまうこととなる。従来か ら、弾性層 に含有 させ る

充填剤 の性質 に応 じて弾性層 中の充填剤 の含有量 を定着部材の硬度 の上昇 を

抑 えるべ く適宜調整 することは行われて きていた。 しか し、今後 の電子写真

画像形成 プロセスのよ り一層の高速化並び に小型化 と、使用環境 の多様化 を

考慮 すると、上記 した 2 つの相反する課題 を従来 よ りも一層高い レベルで解

決 し得 る構成 が必要 となる。

[0014] 先 の特許文献 2 においては、弾性層 中の充填剤 の体積％ を X 、 カーボ ンナ

ノチ ュー ブの体積％ を丫と した とき、 1 0 X + 3 Y < 7 5 0 、 3 Χ + 3 0 Υ

> 1 7 0 、及び Υ > 0 . 1 を満たす ことを特徴 とする定着ベル トが提案 され

ている。

縦軸 に Υ % 、横軸 に Χ % を取 ったグラフにおける、 これ らの式で画定 され

る領域 を図 1 0 に示す。 そ して、特許文献 2 に係 る発 明は、充填剤 とカーボ

ンナ ノチ ュー プの添加量 を制御 することで硬度 の上昇抑制 と熱伝導性 の向上

の両立 を指 向 している。

[001 5] ところが、本発 明者 らの検討 によれば、特許文献 2 の開示 に基 づいて、熱

伝導率 を高 く設計 してなる定着部材 は、紙 の凹凸への追従性、 すなわち、柔

軟性 が損 なわれるとい う課題 があることを見出 した。

[001 6] また、本発 明者 らの更なる検討の結果、定着部材 に、十分な柔軟性 を付与

するため には、弾性層 中の充填剤 および 力一ボ ンナ ノチ ュー プの配合量が、

3 Χ + 3 0 Υ < 1 7 0 となるように、 すなわち、 図 1 0 における斜線領域 に



あるようにすることが必要であるとの結論 を得た。

[001 7] すなわち、柔軟性 を確保 しつつ、熱伝導性の良好な定着部材 を得 るために

は、弾性層中の充填剤 および力一ボ ンナ ノチューブの配合量 を、図 1 0 にお

ける斜線部分の領域 に留めつつ、伝熱性能の向上 を図る必要がある。

[001 8] そ こで、本発明の 目的は、柔軟であ りなが ら、熱浸透率が大 きな弾性層 を

有する定着部材 を提供することにある。

[001 9] また、本発明の他 の 目的は、平滑度が低 く凹凸の大 きな被記録体 に対 して

も、良好に 卜ナ一を定着 させ ることので きる定着装置、 および電子写真画像

形成装置 を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0020] 本発 明者 らは、定着部材の柔軟性 と高い伝熱性能 とを、 よ り高い レベルで

の両立 を実現すべ く検討 を重ねた。その結果、従来の構成では達成で きてい

なか ったもの と思われる、高い熱浸透率 と柔軟性 を確保 した弾性層 を有する

定着部材 を得 られることを見出 した。本発明はこのような知見に基づ くもの

であ り、以下の手段 によって課題 を解決する。

[0021 ] 本発 明によれば、基材、弾性層および離型層 を有する電子写真用の定着部

材であ って、該弾性層がシ リコーンゴム、無機充填剤、 および気相成長法炭

素繊維 を含有 し、

該弾性層中の無機充填剤の体積配合割合 をX (%) 、気相成長法炭素繊維の

体積配合割合 を Y (%) と した とき、下記式 （1 ) 、式 （2 ) および式 （3

) の関係 を満た し、且つ気相成長法炭素繊維の繊維長 と繊維径の比であるァ

スぺ ク 卜比が、 5 0 以上である定着部材が提供 される ：

3 X + 3 0 Y ≤ 1 7 0 ( 1 )

2 5 ≤ Χ ≤ 5 0 ( 2 )

0 . 5 ≤ Υ ≤ 3 . 1 ( 3 ) 。

[0022] また本発明によれば、上記の定着部材 と、該定着部材の加熱手段 とを具備

している定着装置が提供 される。

[0023] 更 に、本発明によれば、上記 に記載の定着装置 を具備 している電子写真画



像形成装置が提供される。

発明の効果
[0024] 本発明によれば、再生紙のような凹凸の大きな被記録材に対する部材表面

の追従性を確保しつつ、熱浸透率の高い弾性層を有する定着部材が得られる

[0025] また、本発明によれば、 トナーの溶融ムラを抑制しつつも、 卜ナ一ならび

に被記録材に対して充分な熱を安定して付与することのできる定着装置を得

ることができる。

[0026] 更に本発明によれば、多様な被記録材に対し、高精細な画像を安定して提

供することのできる電子写真画像形成装置を得ることができる。

図面の簡単な説明
[0027] [ 図1]本発明に係る定着部材の横断面模式図である。

[図2]本発明に係る定着部材の表面付近の断面模式図である。

[図3]本発明に係る定着部材の弾性層を形成する工程の一例の説明図である。

[図4]本発明に係る定着部材の離型層を形成する工程の一例の説明図である。

[図5]本発明に係る定着部材の離型層を形成する工程の一例の説明図である。

[図6]本発明に係る定着装置の一例の断面図である。

[図7]本発明に係る定着装置の一例の断面図である。

[図8]本発明に係る電子写真画像形成装置の一例の断面図である。

[図9]本発明に係る弾性層材料の走査型電子顕微鏡 （S E M ) 写真の一例であ

る。

[図10]特許文献 2 の発明に係る数式が表すグラフである。

発明を実施するための形態
[0028] 本発明にかかる定着部材について以下に具体的な構成に基づき説明する。

[0029] ( 1 ) 定着部材の構成概略

本発明の詳細について図面を用いて説明する。

図 1は、本発明に係る電子写真用定着部材のー態様を示す概略横断面模式

図であり、 1はベル ト形状を有する定着部材 （定着ベル ト）であり、 2 は口



ーラ形状の定着部材 （定着 ローラ）を示 している。一般 に基材 自体が変形す

ることにより、定着二 ップを形成 して用い られる場合 に定着ベル トと呼ばれ

、基材 自体はほとんど変形せず、弾性層の弾性変形で定着二 ップを形成する

場合 に定着 ローラと呼ばれる。

図 1 において、 3 は基材、 4 は基材 3 の周面を被覆 している弾性層、 6 は

離型層である。離型層 6 は、弾性層 4 の周面に接着層 5 により固定されてい

る場合がある。

[0030] また、図 2 は、定着部材の表面付近の層構成 を拡大 し、断面を模式的に表

した図である。図 2 において 4 は弾性層であ り、 4 a はべ一ス材 と してのシ

リコ一ンゴム、 4 b は無機充填剤、 4 c は気相成長法炭素繊維 を示 している

。 これ ら弾性層を構成する各成分については後 に詳述する。

[0031 ] 図 2 に示すように、弾性層 4 中には、無機充填剤 4 b の間を橋渡 しするよ

うな形で、互いに絡 まった気相成長法炭素繊維 4 c が存在 している。本発明

にかかる定着部材においては、 このように、無機充填剤 4 b 同士が、気相成

長法炭素繊維 4 c によって橋かけされることによって伝熱路が形成 されてい

るものと考え られる。そのため、熱伝導 と硬度 とを上昇させる充填剤の添加

総量 （体積割合）を抑え、過度な硬度上昇を招 くことな く、優れた熱供給能

力を備えた定着部材 とすることができる。

5 は接着層を示 してお り、 6 は離型層を示 している。 これ らの層の形成方

法についても後 に詳述する。

[0032] 以下、定着部材における各層について説明 し、その利用方法について述べ

る。

[0033] ( 2 ) 基材

基材 3 と しては、例えばアル ミニウム、鉄、ステンレス、ニ ッケルなどの

金属や合金、ポ リイミ ドなどの耐熱性樹脂が用い られる。

定着部材がローラ形状である場合、基材 3 には、芯金が用い られる。芯金

の材質 と しては、例えば、 アル ミニ ウム、鉄、ステ ン レスなどの金属や合金

が挙 げられる。 このとき芯金の内部が中空状であつても定着装置での加圧に



耐える強度を有 していれば良い。また、中空状の場合には内部に熱源を設け

ることも可能となる。

定着部材が、ベル ト形状を有する場合には、基材 3 としては、例えば電錶

ニ ッケルス リープやステ ン レスス リープ、ポ リイミ ドなどからなる耐熱樹脂

ベル 卜等が挙げられる。ベル ト内面には耐磨耗性や断熱性などの機能を付与

するための層 （不図示）が更に設けられることがある。また外面には弾性層

との接着性等の機能を付与するための層 （不図示）が更に設けられることが

ある。

[0034] ( 3 ) 弾性層、及びその製造方法

弾性層 4 は、定着時に 卜ナ一を押 しつぶさず、紙の繊維の凹凸に追従する

柔軟性を有する弾性を定着部材に担持させる層として機能する。

かかる機能を発現させる上で、弾性層 4 は、ベ一ス材としてシリコーンゴ

厶ゃフッ素ゴム等の耐熱性ゴムを用いることが好ましく、中でも付加硬化型

シリコーンゴムを硬化させたものとすることが好ましい。

[0035] ( 3 - 1 ) 付加硬化型シリコ一ンゴム

図 2 において、 4 a を構成するのが付加硬化型シリコーンゴムである。

一般に、付加硬化型シリコーンゴムは、不飽和脂肪族基を有するオルガノ

ポ リシロキサンと、ケィ素に結合 した活性水素を有するオルガノポ リシロキ

サン、および架橋触媒として白金化合物が含まれている。

[0036] 不飽和脂肪族基を有するオルガノポ リシロキサ ンの例は以下のものを含む

分子両末端が、 （R 1 ) 2 R 2 S i 〇1/ 2で表され、中間単位が （R 1 ) 2 S

i 〇および R ，R 2 S i 〇で表される直鎖状オルガノポ リシロキサン ；

中間単位に S i 〇3/2 乃至 S i 〇4/2 が含まれる分岐状オルガノポ リ

シロキサン。

ここでR 1はケィ素原子に結合 した、脂肪族不飽和基を含まない 1価の非置換

または置換炭化水素基を表す。具体例は、以下のものを含む。

アルキル基 （例えば、メチル基、ェチル基、プロピル基、プチル基、ぺ



ンチル基、へキシル基等） ；

ァリール基 （フエニル基等） ；

置換炭化水素基 （例えば、クロロメチル基、 3 _ クロ口プロピル基、 3

，3 ，3 — トリフルォロプロピル基、 3 _ シァノプロピル基、 3 —メ トキシ

プロピル基等）。

[0037] 特に、合成や取扱いが容易で、優れた耐熱性が得 られることから、 R 1の 5

0 %以上がメチル基であることが好ましく、すべてのR がメチル基であるこ

とが特に好ましい。

[0038] また、 R 2はケィ素原子に結合 した不飽和脂肪族基を表 しており、 ビニル基

、 ァ リル基、 3 —プテニル基、 4 _ ペ ンテニル基、 5 —へキセニル基が例示

され、合成や取扱いが容易で、架橋反応も容易に行われることから、 ビニル

基が好ましい。

[0039] また、ケィ素に結合 した活性水素を有するオルガノポ リシロキサンは、白

金化合物の触媒作用により、不飽和脂肪族基を有するオルガノポ リシロキサ

ン成分のアルケニル基との反応によって架橋構造を形成させる架橋剤である

ケィ素原子に結合 した水素原子の数は、 1分子中に平均 3 個を越える数で

ある。

ケィ素原子に結合 した有機基としては、不飽和脂肪族基を有するオルガノ

ポ リシロキサ ン成分のR 1と同じ範囲である非置換または置換の 1価の炭化水

素基が例示される。特に、合成および取扱いが容易なことから、メチル基が

好ましい。

ケィ素に結合 した活性水素を有するオルガノポ リシ口キサンの分子量は特

に限定されない。

[0040] また、当該オルガノポ リシロキサンの 2 5 °C における粘度は、好ましくは

1 0 2 5 以上 1 0 0 ，0 0 0 m m 2 s 以下、さらに好ましくは 1 5 m

m 2 s 以上 1，0 0 0 m m 2 s 以下の範囲である。粘度をこれらの範囲に

限定するのは、保存中に揮発 して所望の架橋度や成形品の物性が得 られない



ということがな く、 また合成や取扱いが容易で、系に容易に均一に分散させ

ることができるか らである。

[0041 ] シロキサン骨格は、直鎖状、分岐状、環状のいずれでも差支えな く、 これ

らの混合物を用いてもよい。特に合成の容易なことか ら、直鎖状のものが好

ま しい。 S i _ H 結合は、分子中のどのシロキサン単位に存在 してもよいが

、少な くともその一部が、 （R リ 2 H S i 〇 1/ 2単位のような分子末端のシロ

キサン単位に存在することが好ま しい。

[0042] 付加硬化型シ リコーンゴムとしては、不飽和脂肪族基の量が、ケィ素原子

1 モルに対 して 0 . 1 モル％以上、 2 . 0 モル％以下であるものが好ま しい

。特には、 0 . 2 モル ％以上、 1 . 0 モル ％以下が好ま しい。

[0043] ( 3 - 2 ) 充填剤 について

弾性層 4 は、定着部材の伝熱特性の向上、及び補強性、耐熱性、加工性、

導電性等の付与のために充填剤を含む。そ して、本発明にかかる弾性層は、

充填剤 として、無機充填剤および気相成長法炭素繊維 とを含む。

[0044] ( 3 - 2 - 1 ) 無機充填剤

弾性層の伝熱特性を向上させるために、無機充填剤 としては高熱伝導性、

及び高体積熱容量を有するものであることが好ま しい。具体的には、無機物

、特に金属、金属化合物等を挙げることができる。

[0045] 伝熱特性を向上させる目的で用いられる無機充填剤の具体例を以下に挙げ

る。なお、 これ らは単独であるいは 2 種以上を混合 して用いることができる

。 炭化ケィ素 ；窒化ケィ素 ；窒化ホウ素 ；窒化アル ミニウム ；アル ミナ ；

酸化亜鉛 ；酸化マグネシウム ；シ リカ ；銅 ；アル ミニウム ；銀 ；鉄 ；ニッケ

ル ；金属珪素等。

[0046] 特 に、弾性層の熱容量を向上させるために、 3 . 0 [ M J m 3 K ] 以上

の体積熱容量を有する無機充填剤は、好適に用いられる。 このような無機充

填剤の具体例 としては、アル ミナ、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、鉄、銅、

ニッケルを主成分 とする充填剤が挙げられる。 これ らの体積熱容量を以下に

示す。



アル ミナ ：3 . 0 3 [ M J / m 3 K ] 、

酸化マグネシウム ：3 . 2 4 [ M J m

酸化亜鉛 ：3 . 0 2 [ M J / m 3 K ] 、

鉄 ：3 . 4 8 [ M J m3 K ] 、

銅 ：3 . 4 3 [ M J m3 K ] 、

ニ ッケル ：3 . 9 8 [ M J / m K ] 。

上記で挙 げた無機充填剤の平均粒径 と しては、弾性層形成用の材料混合物

中における分散性の観点か ら、 1 〜 5 0 m 、特 には、 5 〜 3 0 m が好 ま

しい。

ここで、弾性層中の無機充填剤の平均粒径 は、 フロー式粒子像分析装置 （

商品名 ：F P I A — 3 0 0 0 ; シスメックス株式会社製）で求めるもの とす

る。

具体的には、弾性層か ら切 り出 したサ ンプル を磁器製 のるつぼに入れ、窒

素雰囲気中で 1 0 0 o °c に加熱 し、 ゴム成分 を灰化 させ除去する。 この段階

で、 るつぼ中には、サ ンプル中に含 まれていた無機充填剤及び気相成長法炭

素繊維が存在 している。次いで、 このるつぼを空気雰囲気下で 1 o o o °c に

加熱 し、気相成長法炭素繊維 を燃焼 させ る。その結果、 るつぼ中には、サ ン

プル に含 まれていた無機充填剤のみが残 る。 るつぼ中の無機充填剤 を乳鉢 と

乳棒 を用いて 1 次粒子 となるように解砕 したのち、 これを水 に分散 させて、

試料液 を調製 する。 この試料液 を、上記 フロ一式粒子像分析装置 に投入 し、

装置内で撮像セル内に導入 し通過 させ、無機充填剤 を静止画像 と して撮影す

る。

平面 に投影 された無機充填剤の粒子像 （以下、 「粒子投影像」 ともいう）

と等 しい面積 を有する円 （以下、 「等面積 円」 ともいう）の直径 を、 当該粒

子像 にかかる無機充填剤の直径 とする。そ して、 1 0 0 0 個 の無機充填剤の

等面積 円を求め、それ らの算術平均値 を、無機充填剤の平均粒径 とする。

また、無機充填剤 は、球状、粉砕状、針状、板状、 ウイスカ状な どの形状

を有するものが用い られる。



中でも、弾性層形成用の材料混合物中における分散性の観点、及び、弾性

層への充填剤への添加による硬度上昇を抑制するためには、弾性層中におけ

る弾性層との接触面積が相対的に小さくなるような形状を有する無機充填剤

が特に好適に用いられる。このような形状の具体例としては、球状の無機充

填剤が挙げられる。より具体的には、任意に選択 した 1 0 0 0 個の無機充填

剤の粒子の各々について、その投影像における最小長さ （L m i n ) に対す

る最大長さ （L m a x ) の比 [ ( L m a x ) ( L m i n ) ] を求めたとき

に、それらの算術平均値が、 1 〜 2 のものが、好適に用いられる。なお、こ

こで、粒子の投影像が、真円の場合には、 L m a x = L m i n となり、その

比は、 1 となる。

例えば、後述する実施例で用いた高純度真球状アルミナ （商品名 ：ァルナ

ビーズC B _ A 2 5 B C ) 粒子 1 0 0 0 個についての上記 （L m a x ) (

L m i n ) の算術平均値は、 1 . 1 であった。

[0048] ( 3 - 2 - 2 ) 気相成長法炭素繊維

弾性層 4 は、充填剤として、上記 した無機充填剤に加えて、更に、熱伝導

性確保の観点から、気相成長法炭素繊維 （V a p o r G r o w n C a r

b o n F i b e r ) を含有する。

[0049] 図 2 において、 4 c が、気相成長法炭素繊維である。

気相成長法炭素繊維は、炭化水素と水素を原料とし、加熱炉内において気

相で熱分解反応させ、触媒微粒子を核に繊維状に成長させたものである。繊

維径、繊維長は原料及び触媒の種類 大きさ 組成、反応温度 気圧及び時

間などによって制御され、反応後、熱処理によって黒鉛構造を更に発達させ

た物が知られている。繊維の径方向は複層構造になっており、グラフアイ ト

構造が筒状に積層された形状を有 している。平均繊維径は8 0 〜 2 0 0 n m

、平均繊維長は 5 〜 1 5 斗mのものが一般的である。

ここで、弾性層中の気相成長法炭素繊維の平均繊維径及び平均繊維長は、

以下の方法により求められるものである。

すなわち、弾性層から力ミソリ等を用いて所定量 （例えば、 1 0 g 程度）



のサ ンプル を切 り出す。 これを磁器製 のるつぼに入れ、窒素雰囲気下、 6 0

0 °C で 1 時間程度加熱 して、弾性層中の樹脂、 ゴム等の有機物成分 を灰化 さ

せて除去する。窒素雰囲気下での焼成では、炭素繊維 は分解 されず、 るつぼ

中に残渣成分 と して残 っている。

この残渣成分中の気相成長法炭素繊維 を無作為 に 1 0 0 0 本選択 し、走査

型電子顕微鏡 （商品名 ：J S M — 5 9 1 0 V 、 日本電子株式会社製）を用い

て 3 万倍の倍率で観察 し、デジタル画像解析 ソフ 卜 （商品名 ：Q u i c k G

r a i n S t a n d a r d ( クイ ック グ レイン スタンダ一 ド）、 ィノテ

ック社製）を用いて、それ らの繊維長及び繊維端部 における繊維径 を測定 し

た。そ して、各 々の気相成長法炭素繊維の繊維長及び繊維径の算術平均値 を

当該気相成長法炭素繊維の平均繊維長及び平均繊維径 とする。

[0050] 気相成長法炭素繊維 は、繊維の長手方向に 1 2 0 0 W ( m K ) 程度 と

非常に高い熱伝導率 を有する。そのため、弾性層中の無機充填剤間を橋掛 け

することで弾性層内に熱流路 を効率的に形成することがで きる。 これによ り

、弾性層中の充填剤量 を抑 えつつ、弾性層全体の熱伝導率 を飛躍的に向上 さ

せ ることがで きる。

[0051 ] ここで、気相成長法炭素繊維 を弾性層中に多量 に添加 した場合、弾性層の

硬度が上昇する。

一方、 アスペ ク ト比が 5 0 未満の気相成長法炭素繊維 は、無機充填剤間の

橋掛 け構造 を十分 に構築することが困難 となる。その結果、熱伝導率 を確保

するためには多量 に添加する必要があ り、弾性層の硬度上昇 を招来する。

そ こで、本発明にかかる気相成長法炭素繊維 は、繊維長 と繊維径の比 （繊

維長 / 繊維径）であるアスペ ク ト比が、 5 0 以上である気相成長法炭素繊維

を用いる。 この ことによ り、弾性層中の含有量 を、弾性層の硬度 を大 きく上

昇 させ ることのない範囲に抑 えつつ、弾性層の熱伝導性 を効果的に向上 させ

ることが可能 となる。

気相成長法炭素繊維のァスぺ ク 卜比の上限 と しては、特 に制約 されるもの

ではないが、気相成長法炭素繊維の製造上の制約か ら、 5 0 0 程度である。



また、安定的に製造 供給可能な範囲としては 1 0 0 程度が上限とされる。

従って、本発明に係る気相成長法炭素繊維の好ましいァスぺク 卜比としては

、 5 0 以上、 1 0 0 以下である。

そ して、かかる気相成長法炭素繊維は、例えば、 「V G C F 」および 「V

G C F _ S 」 （いずれも商品名、昭和電工株式会社製）として市販されてい

る。

なお、 「V G C F 」は、平均繊維径 ：1 5 0 n m、平均繊維長 ：9 m 、

ァスぺク 卜比 ：6 0 である。

また、 「V G C F _ S 」は、平均繊維径 ：1 0 0 n m、平均繊維長 ：1 0

m、ァスぺク 卜比 ：1 0 0 である。

[0052] ( 3 - 2 - 3 ) 他の充填剤

充填剤としては他に、導電性等の特性を付与させる目的で、カーボンブラ

ック （C ) 等を含むことがある。

[0053] ( 3 - 2 - 4 ) 含有量

上記充填剤については、弾性層中の無機充填剤の体積配合割合をX (%)

、気相成長法炭素繊維の体積配合割合をY (%) としたときに、X およびY

が、下記式 （1 ) を満たすことで、過度に充填剤を添加せずに弾性層の柔軟

性を確保可能となる。

3 X + 3 0 Y ≤ 1 7 0 ( 1 )

また、X が下記式 （2 ) の条件を満たすことで、弾性層に一定の体積熱容

量を確保することが可能となる。

2 5 ≤ Χ ≤ 5 0 ( 2 )

さらに、気相成長法炭素繊維のアスペク ト比を5 0 以上としつつ、 Υ が下

記式 （3 ) の条件を満たすことで、気相成長法炭素繊維の添加量を抑えなが

ら、弾性層の熱伝導率を確保することができる。

0 . 5 ≤ Υ ≤ 3 . 1 . . . ( 3 )

上記式 （1 ) 、式 （2 ) および式 （3 ) に係る条件を全て満たす弾性層は

、紙の凹凸に対する追従性或いは柔軟性を確保 しつつも、良好な熱伝導率と



体積熱容量 を両立可能 とな り、紙表面の凹部 に形成 された トナー像 に対 して

も効率的に熱供給が可能 となる。

( 3 - 2 - 5 ) 充填剤の体積熱容量の測定方法

充填剤の体積熱容量は定圧比熱 （C p ) と真密度 （p ) の積 によ り求めるこ

とがで き、それぞれの値 は下記の装置で求めることがで きる。

定圧比熱 （C p) 示差走査熱量測定装置 （商品名 ：D S C 8 2 3 e

；メ トラ一 トレ ド株式会社製）

具体的には、サ ンプル用のパ ン及び リファレンス用のパ ンと して、 アル ミ

ニゥ厶製 のパ ンを用いる。 まずプランク測定 と して、両方のパ ンが空の状態

で、 1 5 °C で 1 0 分定温の後、 1 1 5 °C まで 1 0 °C 分の昇温速度で昇温 し

、 1 1 5 °C で 1 0 分定温 させ るプログラムで測定を実施する。次 に定圧比熱

が既知である約 1 O m g の合成サ ファイアを基準物質 に用い、 同 じプログラ

厶で測定を行な う。次いで、 リフ ァ レンス の サ ファイアと同量の約 1 O m g

の測定サ ンプル （充填剤）をサ ンプルパ ンにセ ッ トし、 同 じプログラムで測

定を実施する。 これ らの測定結果 を上記示差走査熱量測定装置 に付属の比熱

解析 ソフ トウェアを用いて解析 し、 5 回の測定の算術平均値か ら、 2 5 °C に

おける定圧比熱 （C p ) を算 出する。

真密度 （P ) 乾式 自動密度計 （商品名 ：アキュピック 1 3 3 0 _

0 1 ；株式会社島津製作所製）

具体的には、 1 0 c m 3 の試料セル を用い、セル容積の約 8 割のサ ンプル （

充填剤）を試料セル内に入れる。サ ンプルの重量 を測定 したのち、装置内の

測定部 にセル をセ ッ トし、測定用のガス と してヘ リウムを用い、 1 0 回のガ

ス置換ののち、容積測定を 1 0 回実施する。サ ンプルの重量 と測定された容

積か ら密度 （P ) を算 出する。

( 3 - 3 ) 弾性層の厚 さ

定着部材の表面硬度への寄与、並び に二 ップ幅確保の観点か ら、弾性層の

厚 さは適宜設計可能である。定着部材がェン ドレスベル 卜形状 を有する場合

には、定着装置 に組み込んだ ときに、定着部材 を加圧部材 にそ って変形 させ



、より広い二ップ幅を確保することができるように、弾性層は比較的薄 くす

ることが好ましい。具体的には、弾性層の厚みを 1 0 0 m 以上 5 0 0 m

以下とすることが好ましく、特には、 2 0 0 m 以上 4 0 0 m 以下とする

ことが好ましい。

—方、定着部材がローラ形状を有する際には、基材が剛体であり、ニップ

幅を弾性層の変形によって稼 ぐことが好ましい。そのため、弾性層の厚みの

好ましい範囲は、 3 0 0 m 以上 1 0 m m 以下、特には、 1 m m以上 5 m m

以下である。

[0055] ( 3 - 4 ) 弾性層の製法

弾性層は金型成型法や、プレー ドコ一 卜法、ノズルコ一 卜法、 リングコ一

卜法等の加工法が、特開 2 0 0 1 —6 2 3 8 0 号公報ゃ特開 2 0 0 2 —2 1

3 4 3 2 号公報等において広く知られている。これらの方法により基材の上

に担持された混和物を加熱 架橋することで弾性層を形成することができる

[0056] 図 3 は基材 3 上に弾性層 4 を形成する工程の一例であり、所謂 リングコ一

卜法を用いる方法を説明するための模式図である。

未架橋状態のベース材 （本例では付加硬化型シ リコーンゴム）中に充填剤

をそれぞれ計量配合 し、遊星式万能混合機等を用いて、十分に混合 脱泡さ

れた弾性層形成用の原料混和物を、シリンダポンプ7 に充填 し、圧送するこ

とで該原料混和物の供給ノズル 8 を経て塗工へッド9 から基材 3 の周面に塗

布する。

塗布と同時に基材 3 を図面右方向に所定の速度で移動させることで、該原

料混和物の塗膜 1 0 を基材 3 の周面に形成することが出来る。

該塗膜の厚みは、塗工へッド9 と基材 3 とのクリアランス、該原料混和物

の供給速度、基材 3 の移動速度、などによって制御することが出来る。

基材 3 上に形成された該原料混和物の塗膜 1 0 は、電気炉などの加熱手段

によって一定時間加熱 して、架橋反応を進行させることにより、弾性層 4 と

することができる。



[0057] ( 4 ) 離型層及びその製造方法

離型層 6 としては、主にフッ素樹脂、例えば、以下に例示列挙する樹脂が

用いられる。 テ トラフルォロエチレン一パ一フルォロ （アルキルビニルェ

—テル）共重合体 （P F A ) 、ポ リテ トラフルォロエチレン （P T F E ) 、

テ トラフルォロエチレン一へキサフルォロプロピレン共重合体 （F E P ) 等

上記例示列挙 した材料中、成形性や トナー離型性の観点からP F A が好ま

しい。

形成手段としては、特に限定されないが、チューブ状に成形 したものを被

覆する方法や、フッ素樹脂の微粒子を直接、乃至は、溶媒中に分散塗料化さ

れたものを弾性層表面にコ一ティング後、乾燥 溶融 し焼き付ける方法など

が知られている。

フッ素樹脂離型層の厚みは、 1 0 m 以上 5 0 m 以下、更には 3 0 m

以下とするのが好ましく、弾性層の 1 0 %以下の厚みに設計することが好ま

しい。このような厚みとすることで、積層 した際に弾性層の柔軟性を維持 し

、定着部材としての表面硬度が高くなりすぎることを抑制できる。

[0058] ( 4 - 1 ) フッ素樹脂チューブ被覆による離型層形成

フッ素樹脂チュ一プは P F A 等の熱溶融タィプのフッ素樹脂を用いる場合

においては、一般的な方法で作成することができる。例えば、熱溶融タイプ

のフッ素樹脂ペ レツ卜を、押出成形機を用いてフイルム等に成形する。

フッ素樹脂チューブの内面は、予め、ナ トリウム処理やエキシマレ一ザ処

理、アンモニア処理等を施すことで、表面を活性化 し、接着性を向上させる

ことが出来る。

[0059] 図 4 は、弾性層 4 上に、接着剤 1 1 を介 してフッ素樹脂層を積層する工程

の一例の模式図である。前述 した弾性層 4 の表面に、接着剤 1 1 を塗布する

。接着剤については後に詳述する。接着剤 1 1 の塗布に先立って弾性層 4 の

表面に対 して紫外線照射工程を行っても良い。これによつて接着剤 1 1 の弾

性層 4 への浸透を抑制することができ、弾性層との反応による、表面硬度の



上昇を抑制することができる。また、この紫外線照射工程は弾性層の耐熱温

度以下の加熱環境で行なうことで、さらに効率的に実施することも可能であ

る。この接着剤 1 1 の外面に、離型層 6 としてのフッ素樹脂チューブ 1 2 を

被覆 し、積層させる。

基材 3 が形状保持可能な芯金の場合には必要ないが、ベル 卜形状の定着部

材に用いられる樹脂ベル 卜や金属スリープのような薄肉の基材を用いる際に

は、加工時の変形を防ぐために中子 1 3 に外嵌させて保持する。

[0060] 被覆方法は特に限定されないが、接着剤を潤滑材として被覆する方法や、

フッ素樹脂チュ一プを外側から拡張 し、被覆する方法等を用いることが出来

る。

被覆後、不図示の手段を用いて、弾性層と離型層との間に残った、余剰の

接着剤を、扱き出すことで除去する。扱き出した後の接着層の厚みは、 2 0

m以下であることが好ましい。これ以上に厚 くなると、伝熱特性の悪化を

招 く恐れがある。

次に、電気炉などの加熱手段にて所定の時間加熱することで、接着剤を硬

ィ匕 接着させ、必要に応 じて両端部を所望の長さに加工することで、本発明

の定着部材を得ることが出来る。

[0061 ] ( 4 - 1 - 1 ) 接着剤

接着剤は弾性層及び離型層の材質によって適宜選択することが可能である

が、弾性層に付加硬化型シリコーンゴムを用いる際には、接着剤 1 1 として

自己接着成分が配合された付加硬化型シリコ一ンゴムを用いることが好まし

し、。具体的には、ビニル基に代表される不飽和炭化水素基を有するオルガノ

ポリシロキサンと、ハイ ドロジェンオルガノポリシロキサンおよび架橋触媒

としての白金化合物を含有する。そして、付加反応により硬化する。このよ

うな接着剤としては、既知のものを使用することができる。

[0062] 自己接着成分の例は、以下のものを含む。

ビニル基等のアルケニル基、 （メタ）ァクリロキシ基、ヒドロシリル基

( S i H基）、エポキシ基、アルコキシシリル基、カルボニル基、およびフ



ェニル基からなる群から選択される少なくとも 1種、好ましくは 2 種以上の

官能基を有するシラン、

ケィ素原子数が 2個以上 3 0個以下、好ましくは4 個以上 2 0個以下の

、環状または直鎖状のシロキサン等の有機ケィ素化合物、

1価以上 4 価以下、好ましくは 2 価以上 4 価以下のフヱニレン構造等の

芳香環を 1分子中に 1個以上 4 個以下、好ましくは 1個以上 2 個以下含有 し

、かつ、 ヒドロシリル化付加反応に寄与 しうる官能基 （例えば、アルケニル

基、 （メタ）ァクリロキシ基）を 1分子中に少なくとも 1個、好ましくは 2

個以上 4 個以下含有する、分子中に酸素原子を含んでもよい、非ケィ素系 （

即ち、分子中にケィ素原子を含有 しない）有機化合物。

上記の自己接着成分は単独でも2 種以上を組み合わせても使用することが

できる。

[0063] 接着剤中には粘度調整や耐熱性確保の観点から、本発明の趣旨に沿う範囲

内において充填剤を添加することができる。

当該充填剤の例は、以下のものを含む。

シリカ、アルミナ、酸化鉄、酸化セリウム、水酸化セリウム、力一ボン

ブラック等。

このような付加硬化型シリコーンゴム接着剤は市販もされており、容易に

入手することができる。

[0064] ( 4 - 2 ) フッ素樹脂コーティングによる離型層形成

離型層としてのフッ素樹脂のコ一ティング加工にはフッ素樹脂微粒子の静

電塗工方法や、フッ素樹脂塗料のスプレーコーティングなどの方法を用いる

ことができる。

静電塗工方法を用いる場合には、まず金型内面にフッ素樹脂微粒子の静電

塗工を施 し、金型をフッ素樹脂の融点以上まで加熱することで、金型内面に

フッ素樹脂の薄膜を形成する。この後、内面を接着処理 したうえで、基材を

挿入 し、基材とフッ素樹脂との間に弾性層材料を注型硬化せ しめた後、フッ

素樹脂ごと脱型することで本発明の定着部材を得ることが出来る。



スプ レーコーテ ィングを用いる場合 には、 フッ素樹脂の塗料 を使用する。

図 5 にスプ レーコーテ ィング方法の概略図を示す。 フッ素樹脂塗料 はフッ素

樹脂の微粒子が界面活性剤等 によって溶媒中に分散 された、所謂デ ィスパ一

ジ ョン液 を形成 している。 フッ素樹脂デ ィスパ一ジ ョン液 は市販 もされてお

り、容易に入手可能である。 このデ ィスパ一ジ ョン液 を、不図示の手段 によ

リスプ レーガン 1 4 に供給 し、空気等のガス圧 によ り霧状 に噴霧する。必要

に応 じてプライマ 一等 によ り接着処理 された弾性層 4 を有する部材 を、スプ

レーガンに対向する位置 に配置 し、部材 を一定速度で回転 させ ると共 に、ス

プ レーガン 1 4 を基材 3 の軸方向に平行移動 させ る。 これによつて、弾性層

表面 にフッ素樹脂塗料の塗膜 1 5 を一様 に形成することがで きる。 このよう

にフッ素樹脂塗料塗膜 1 5 が形成 された部材 を、電気炉等の加熱手段 を用い

て フ ッ素樹脂塗料膜の融点以上 にまで加熱することで、 フ ッ素樹脂離型層 を

形成することがで きる。

( 5 ) 定着装置

電子写真用加熱定着装置は、一対の加熱 された ローラとローラ、 フ イル ム

とローラ、ベル トとローラ、ベル トとベル ト、 といった回転体が圧接 されて

お り、電子写真画像形成装置全体 と してのプロセス速度、大 きさ等の条件 を

勘案 して適宜選択 される。

定着装置 においては、加熱 された定着部材 と加圧部材 を圧接することで定

着ニ ップ N を形成 し、 この定着二 ップ幅 N に未定着 トナー G によって画像が

形成 された、被加熱体 となる被記録材 P を挟持搬送 させ る。 これによ り、 卜

ナ一像 を加熱、加圧する。その結果、 卜ナ一像 は溶融 混色 され、その後、

冷却 されることによって被記録材上 に 卜ナ一像が定着 される。

この ときの被記録材搬送速度 V との関係か ら、 N V によ り被記録材が定

着ニ ップの中に滞留する時間であるデ ュエルタイム T が算出で きる。

特許文献 1 には、二本の ローラに張架 された、ベル ト形状の定着部材 を用

いた定着装置が例示 されているため、 ここではそれ以外の例 について、以下

、具体例 を示 して定着装置 を説明する。



( 5 - 1 ) ベル 卜形状の定着部材 を用いた加熱定着装置

図 6 には本発明に係 るベル 卜形状の電子写真用定着部材 を用いた、加熱定

着装置の一例 における横方向断面模式図を示す。

この加熱定着装置 において、 1 は本発明の一形態 となる、定着部材 と して

のシーム レス形状の定着ベル トである。 この定着ベル ト1 を保持するために

耐熱性 断熱性の樹脂 によって成型 された、ベル トガイ ド部材 1 6 が形成 さ

れている。

このベル トガイ ド部材 1 6 と定着ベル 卜1 の内面 とが接触する位置 に熱源

と してのセラミック ヒータ 1 7 を具備する。

セラミック ヒータ 1 7 はベル トガイ ド部材 1 6 の長手方向に沿 って成型具

備 された溝部 に嵌入 して固定支持 されている。セラミック ヒータ 1 7 は、不

図示の手段 によって通電され発熱する。

シーム レス形状の定着ベル ト1 はベル トガイ ド部材 1 6 にルーズに外嵌 さ

せてある。加圧用剛性スティ 1 8 はベル トガイ ド1 6 の内側 に揷通 してある

。加圧部材 と しての弾性加圧 ローラ 1 9 はステ ン レス芯金 1 9 a にシ リコ一

ンゴムの弾性層 1 9 b を設 けて表面硬度 を低下させたものである。芯金 1 9

a の両端部 を装置 に不図示の手前側 と奥側のシャーシ側板 との間に回転 自由

に軸受け保持 させて配設 してある。弾性加圧 口一ラ 1 9 は、表面性及び離型

性 を向上 させ るために表層 1 9 c と して、 5 0 斗m のフッ素樹脂チューブが

被覆 されている。加圧用剛性スティ 1 8 の両端部 と装置シャーシ側のバネ受

け部材 （不図示） との間にそれぞれ加圧バネ （不図示）を縮設することで、

加圧用剛性スティ 1 8 に押 し下げ力を付与 している。

これによつてベル トガイ ド部材 1 6 の下面 に配設 したセラミック ヒータ 1

7 の下面 と加圧部材 1 9 の上面 とが定着ベル ト1 を挟んで圧接 して所定の定

着ニ ップ N が形成 される。 この定着ニ ップ N に未定着 卜ナ一 G によって画像

が形成 された、被加熱体 となる被記録材 P を搬送速度 V で挟持搬送 させ る。

これによ り、 卜ナ一像 を加熱、加圧する。その結果、 卜ナ一像 は溶融 混色

され、その後、冷却 されることによって被記録材上 に 卜ナ一像が定着 される



[0067] ( 5 - 2 ) ローラ形状の定着部材を用いた加熱定着装置

図 7 には本発明に係るローラ形状の電子写真用定着部材を用いた、加熱定

着装置の一例における横方向断面模式図を示す。

この加熱定着装置において、 2 は本発明の一形態となる、定着部材として

の定着ローラである。この定着ローラ2 は基材である芯金 3 の外周面に弾性

層 4 が形成され、更にその外側に離型層 6 が形成されている。

定着口一ラ2 と対向するように加圧部材としての加圧口一ラ 1 9 が配され

ており、不図示の加圧手段により、二つのローラが回転可能に押圧されるこ

とで、定着ニップNが形成されている。

[0068] 外部加熱ュニッ卜2 0 は、定着ローラ2 をローラ外側から非接触で加熱す

る。外部加熱ユニット2 0 は、熱源としてのハロゲンヒータ （赤外線源） 2

O a と、ハロゲンヒータ 2 0 a の輻射熱を効率的に利用するための反射鏡 （

赤外線反射部材） 2 0 b とを有する。

ハロゲンヒータ 2 0 a は、定着ローラ2 と対向 して配置され、不図示の手段

によって通電 し発熱する。これにより、定着ローラ2 の表面を直接加熱する

。また、ハロゲンヒータ 2 0 a による定着ローラ2 方向以外の方向に、反射

率の高い反射鏡 2 0 b が配設される。反射鏡 2 O b は、ハロゲンヒータ 2 0

a が中に入るように、定着口一ラ2 と反対側に突出するように湾曲 して配設

される。これにより、ハロゲンヒータ 2 0 a からの輻射熱を発散させずに、

輻射熱を効率的に定着ローラ2 側へ反射させることができる。

[0069] 本実施形態では、反射鏡 2 0 b の形状は通紙方向に対 して楕円軌道とし、

—方の焦点にハロゲンヒータ 2 0 a を、もう一方の焦点には定着ローラ2 内

側の表面付近となるように配置する。これにより、楕円の集光効果を利用す

ることができ、定着口一ラ表面近傍に反射光が集光する。

また、定着ローラ2 の温度制御手段として、シャッター 2 0 c や温度検知

素子 2 0 d を配 し、これら、並びにハロゲンヒータ 2 0 a を不図示の手段で

適切に制御することで、定着ローラ2 の表面温度を略均一に制御可能となる



[0070] 定着 ローラ 2 および加圧 ローラ 1 9 は不図示の手段により基材 3 または芯

金 1 9 a の端部 を通 じて回転力が加え られ、定着 口一ラ 2 表面の移動速度が

被記録体搬送速度 V と略等速 となるように回転制御 されている。 この際、回

転力は、定着 ローラ 2 及び加圧 ローラ 1 9 のどち らかに付与され、 もう一方

が従動 により回転 していても良い し、両方に回転力が付与されていても良い

[0071 ] このように形成 された加熱定着装置の定着ニ ップN に、未定着 トナー G に

よって画像が形成 された被加熱体 となる被記録材 P を挟持搬送させる。 これ

により、 卜ナ一像 を加熱、加圧する。その結果、 卜ナ一像は溶融 ' 混色され

、その後、冷却されることによって被記録材上に 卜ナ一像が定着 される。

[0072] ( 6 ) 電子写真画像形成装置

電子写真画像形成装置の全体構成 について概略説明する。図 8 は本実施の

形態に係るカラ一 レーザ一プ リンタの概略断面図である。

図 8 に示 したカラ一 レーザ一プ リンタ （以下 「プ リンタ」 と称す） 4 0 は

、イエロ一 （Y ) 、マゼンタ （M) 、シアン （C ) 、 ブラック （K ) 各色 ご

とに一定速度で回転する電子写真感光体 ドラム （以下 「感光体 ドラム」 と称

す）を有する画像形成部 を有する。 また、画像形成部で現像 され多重転写さ

れたカラ一画像 を保持 し、給送部か ら給送された被記録材 P にさらに転写す

る中間転写体 3 8 を有する。

感光体 ドラム 3 9 ( 3 9 Y , 3 9 M , 3 9 C , 3 9 K ) は、駆動手段 （不

図示）によって、図 8 に示すように反時計回 りに回転駆動 される。

[0073] 感光体 ドラム 3 9 の周囲には、その回転方向に したがって順 に、感光体 ド

ラム 3 9 表面を均一に帯電する帯電装置 2 1 ( 1 Y , 1 M , 1 C , 2

K ) 、画像情報 に基づいて レーザ一 ビ一厶を照射 し、感光体 ドラム 3 9 上

に静電潜像 を形成するスキャナユニ ッ ト2 2 ( 2 2 Y , 2 2 M , 2 2 C , 2

2 K ) 、静電潜像 に 卜ナ一を付着 させて 卜ナ一像 と して現像する現像ュニ ッ

卜2 3 ( 2 3 Y , 2 3 M , 2 3 C , 2 3 K ) 、感光体 ドラム 3 9 上の 卜ナ一



像を一次転写部 T 1 で中間転写体 3 8 に転写させる一次転写口一ラ2 4 ( 2

4 Y , 2 4 M , 2 4 C , 2 4 K ) 、及び転写後の感光体 ドラム 3 9 表面に残

つた転写残 卜ナ一を除去するクリーニングプレー ドを有するクリーニングュ

ニット2 5 ( 2 5 Y , 2 5 M , 2 5 C , 2 5 K ) が配置されている。

[0074] 画像形成に際 しては、ローラ2 6 ，2 7 ，2 8 に張架されたベル ト状の中

間転写体 3 8 が回転するとともに各感光体 ドラムに形成された各色 卜ナ一像

が前記中間転写体 3 8 に重畳 して一次転写されることでカラ一画像が形成さ

れる。

[0075] 前記中間転写体 3 8 への一次転写と同期するように搬送手段によつて被記

録材 Pが二次転写部へ搬送される。搬送手段は複数枚の被記録材 P を収納 し

た給送カセット2 9 、給送ローラ3 0 、分離パッド3 1、 レジス 卜ローラ対

3 2 を有する。画像形成時には給送ローラ3 0 が画像形成動作に応 じて駆動

回転 し、給送力セット2 9 内の被記録材 P を一枚ずつ分離 し、該 レジス 卜口

—ラ対 3 2 によって画像形成動作とタイミングを合わせて二次転写部へ搬送

する。

[0076] 二次転写部 T には移動可能な二次転写ローラ3 3 が配置されている。二

次転写口一ラ3 3 は、略上下方向に移動可能である。そ して、像転写に際 し

ては被記録材 P を介 して中間転写体 3 8 に所定の圧力で押 しつけられる。 こ

の時同時に二次転写ローラ3 3 にはバイアスが印加され中間転写体 3 8 上の

卜ナ一像は被記録材 P に転写される。

[0077] 中間転写体 3 8 と二次転写ローラ3 3 とはそれぞれ駆動されているため、

両者に挟まれた状態の被記録材 P は、図 8 に示す左矢印方向に所定の搬送速

度 V で搬送され、更に搬送ベル 卜3 4 により次工程である定着部 3 5 に搬送

される。定着部 3 5 では熱及び圧力が印加されて転写 トナー像が被記録材 P

に定着される。その被記録材 P は排出口一ラ対 3 6 によって装置上面の排出

卜レイ3 7 上へ排出される。

[0078] そ して、図 6 や図 7 に例示 した、本発明にかかる定着装置を、図 8 に示 し

た電子写真画像形成装置の定着部 3 5 に適用することにより、消費エネルギ



一を抑制 しつつ、高品位な電子写真画像 を提供可能な電子写真画像形成装置

を得 ることができる。

[0079] 以下に、実施例 を用いてより具体的に本発明を説明する。

(実施例 1 )

市販の付加硬化型シ リコ一ンゴ厶原液 （商品名 ：S E 1 8 8 6 ; 東 レ ' ダ

ゥコ一ニング株式会社製の 「A 液」及び 「B 液」の等量混合液）に対 し、無

機充填剤 と して高純度真球状 アル ミナ （商品名 ： 「アルナ ビ一ズC B —A 2

5 B C 」 ；昭和タイタニゥ厶株式会社製）を、硬化シ リコーンゴム層を基準

と して体積比率で 2 5 % になるように配合 した。その後 さらに、気相成長法

炭素繊維 （商品名 ： 「V G C F _ S 」 ；昭和電工株式会社製）を体積比率で

2 . 0 % となるように加えて混練 し、シ リコーンゴム混和物 を得た。

[0080] ここで、各 々の充填剤の体積熱容量 （C p P ) は以下のとお りである。各

物性値は 2 5 °C環境下で測定を行なつた。

高純度真球状 アル ミナ 「アルナ ビ一ズC B _ A 2 5 B C 」 ：3 . 0 3 [ M

J m 3 K ]

気相成長法炭素繊維 「V G C F _ S 」 ：3 . 2 4 [ M J m K ]

基材 と して、表面にプライマ一処理 を施 した、内径 3 0 m m、幅 4 O O m

m 、厚 さ 4 O m のニ ッケル電錶製エン ドレスス リープを用意 した。尚、一

連の製造工程中、エン ドレスス リープは、その内部 に、図 4 に示 したような

中子 1 3 を揷入 して取 り扱 った。

[0081 ] この基材上に、 リングコ一 卜法で上記シ リコ一ンゴ厶混和物 を厚 さ 3 0 0

m に塗布 した。得 られたェン ドレスベル トを 2 0 0 °C に設定 した電気炉中

で 4 時間加熱 して、シ リコーンゴムを硬化させ弾性層を得た。 この弾性層の

熱物性値、並びに硬度は、下記の装置を用いて測定することが可能である。

各物性値は 2 5 °C環境下で測定を行なった。得 られた熱物性値 より、下記式

( 4 ) を用いて弾性層の熱浸透率 b が算出できる。

なお、下記式 （4 ) 中、 b は熱浸透率 （J m 2 K s e c 。 5 ) 、 スは



、熱伝導率 （W ( m K ) ) 、 C p は定圧比熱 （J / ( g K ) ) 、 p は

、密度 （g m 3 ) を表 す。 また、 「C p 」の項 は、単位体積 当た りの熱

容量 （= 体積熱容量 ；J m 3 K ) を表 している。

その結果、弾性層の熱浸透率 b は 1 . 8 5 [ J ( m 2 ' K ' s e c 0 5 )

] とな り、硬度 H は 1 0 ° とな った。結果 を表 1 _ 1 に示す。

b = ( ス C p P ) I ( 4 )

定圧比熱 （C p ) ：示差走査熱量測定装置 （商品名 ：D S C 8 2 3 e ; メ

トラ一 トレ ド株式会社製）

測定は、 J I S K 7 1 3 「プラスチ ックの比熱容量測定方法」に則

つて行 う。サ ンプル用のパ ン及び リファレンス用のパ ンと して、 アル ミニゥ

厶製 のパ ンを用いる。 まずプランク測定 と して、両方のパ ンが空の状態で、

1 5 °C で 1 0 分定温の後、 1 1 5 °C まで 1 0 °C 分の昇温速度で昇温 し、 1

1 5 °C で 1 0 分定温 させ る温度 プログラムで測定を実施する。次 に定圧比熱

が既知である約 1 O m g の合成サ ファイアを基準物質 に用い、上記の温度 プ

ログラムで測定を行な う。次いで、弾性層か ら切 り出 した、縦 2 0 m m、横

2 0 m m 厚 さ 2 5 0 斗m の測定サ ンプル （以下、単 に 「測定サ ンプル」 と

もいう）の約 1 0 m g をサ ンプルパ ンにセ ッ トし、上記の温度 プログラムで

測定を実施する。 これ らの測定結果 を上記示差走査熱量測定装置 に付属の比

熱解析 ソフ トウェアを用いて解析 し、 5 回の測定の算術平均値か ら、 2 5 °C

における定圧比熱 （C p ) を算 出する。

密度 （P ) ：乾式 自動密度計 （商品名 ：アキュピック 1 3 3 0 — 0 1 ；

株式会社島津製作所製）

1 0 c m 3 の試料セル を用い、セル容積の約 8 割の測定サ ンプル を破砕 した

ものを試料セル内に入れる。試料の重量 を測定 したのち、装置内の測定部 に

セル をセ ッ トし、測定用のガス と してヘ リウムを用い、 1 0 回のガス置換の

のち、容積測定を 1 0 回実施する。試料の重量 と測定された容積か ら密度 （

P ) を算 出する。

• 熱伝導率 （ス） ：周期加熱法熱物性測定装置 （商品名 ：F T C — 1 ；ァ



ルバック理工株式会社製）を用いて、 I S O 2 2 0 0 7 —3 に準拠 した方法

で熱拡散率 （ ) を計測 し、ス= C p より熱伝導率 （ス）を導出。

サンプルを8 X 1 2 m mの面積で切 り出して準備 し、装置の測定部に測定

サンプルを設置 して熱拡散率 （ ) の測定を行う。 5 回の測定の算術平均値

から得 られた熱拡散率 （ ) と、先に求めた定圧比熱 （C p ) 及び密度 （p )

から、ス= C p の関係により、熱伝導率 （ス）を算出する。

硬度 （H ) ：マイクロゴム硬度計 （商品名 ：M D — 1 c a p a T Y

P E _ A ；高分子計器株式会社製）を用いて、サンプル厚みが 2 m m以上に

なるように重ねて測定。

[0082] このェン ドレスベル 卜の表面を周方向に2 0 m m s e c の移動速度で回

転させながら、表面から 1 0 m mの距離に設置 した紫外線ランプを用いて、

弾性層に対 し紫外線照射を行なった。紫外線ランプには、低圧水銀紫外線ラ

ンプ （商品名 ：G L Q 5 O O U S 1 1 ；ハ リソン東芝ライティング株式会

社製）を用い、大気雰囲気中 1 0 0 °Cで 5 分間の照射を行なった。

[0083] 室温まで冷却 した後、当該エン ドレスベル トの、弾性層の表面に、付加硬

化型シリコーンゴム接着剤 （商品名 ：S E 1 8 1 9 C V ；東 レ ダウコ一二

ング社製の 「A 液」及び 「B液」の等量混合液）を厚さがおよそ 2 O m程

度になるように略均一に塗布 した。

[0084] 次いで、内径 2 9 m m、厚み 2 0 mのフッ素樹脂チューブ （商品名 ：K

U R A N F L O N - L T ；倉敷紡績株式会社製）を図4 に示すように積層 し

た。その後、フッ素樹脂チューブの上からベル ト表面を均一に扱 くことによ

り、過剰の接着剤を弾性層とフッ素樹脂チュ一プの間から十分に薄 くなるよ

うに扱き出した。

[0085] そ して、当該エン ドレスベル トを2 0 0 °C に設定 した電気炉にて 1時間加

熱することで接着剤を硬化させて当該フッ素樹脂チューブを弾性層上に固定

した。得 られたエン ドレスベル トの両端部を切断 し、幅が 3 4 1 m mの定着

ベル 卜を得た。

[0086] この定着ベル トの切断面について、弾性層部分を走査型電子顕微鏡 （S E



M ) により観察 した際の画像を図 9 に例示する。無機充填剤として配合 した

アルミナ粒子の間を気相成長法炭素繊維が橋掛けすることで弾性層中に熱流

路が形成されている様子が観察される。

[0087] この定着ベル トを、カラ一レーザ一プリンタ （商品名 ：S a t e r a L

B P 5 9 1 0 ；キャノン株式会社製）の定着装置ュニッ卜に図 6 のように装

着 した。この定着ユニットをカラ一レーザ一プリンタ本体に搭載 し、電子写

真画像を形成 して、得 られた電子写真画像の定着性と溶融ムラについて、下

記の方法に基づき評価 した。その結果、表 1 _ 1 に示 した通り、極めて高品

位な電子写真画像が得 られた。

[0088] 評価方法は以下のとおりである。

(定着性の評価方法）

擦 り試験は、紙に対 して トナーがどれだけ強固に定着 しているかを評価す

る方法であり、定着部材から卜ナ一への熱供給能力の高さの指標となる。

定着ベル トを装着 したカラ一レーザ一プリンタを、温度 1 0 °C湿度 5 0 %

の環境下、入力電圧 1 O O V にて、定着性評価画像を5 0 枚連続 して定着す

る。紙は、 A 4 サイズの再生紙 （商品名 ：リサイクルペーパー G F —R 1

0 0 ；キャノン株式会社製、厚さ9 2 m、坪量 6 6 9
2 、古紙配合率 7

0 %、ベック平滑度 2 3 秒 （J I S P 8 1 1 9 準拠 した方法で計測））を

用いる。定着性評価画像とは 2 X 2 ドッ卜のチェッカ一フラッグパターンの

ハーフ 卜一ンをプラック 卜ナ一単色で構成された 5 m m X 5 m mのパッチ画

像を紙面内に9 ケ所配置 した画像である。

[0089] 印字後、この 5 0 枚の中から所定枚数 （1 ， 1 0 ， 2 0 , 5 0 枚目）のサ

ンプルを抜き取る。そのサンプルの画像形成面上にシルボン紙 （商品名 ：ダ

スパ一K _ 3 ；小津産業株式会社製）を介 して所定重量 （2 0 0 g ) のおも

りを載せた状態で画像形成面を5 往復摺擦させ、その摺擦の前後での、画像

の反射濃度を測定する。反射濃度の測定には濃度計 （商品名 ：R D 9 1 8 ；

グレタグマクベス社製）を用いた。

濃度低下率は、



(擦 る前の濃度 一 擦 った後の濃度）/ 擦 る前の濃度 X 1 0 0 (%)

と して算出 した。

定着性が最 も良い、即ち全 く評価画像が欠落 しない時の濃度低下率は 0 %

である。その逆に定着性が最 も悪い、即ち評価画像がすべて欠落 して しまう

時は 1 0 0 % となる。濃度低下率の値が大 きいほど、定着性が悪いことを示

す。

[0090] 卜ナ一定着性の数値の目安 と しては、温度 1 0 °C湿度 5 0 % 環境下におい

て濃度低下率が 3 0 % 以上のとき、通常使用環境下において トナー像が紙か

ら欠落する可能性がある。濃度低下率が 2 0 % 以上 3 0 % 未満のときは、通

常使用環境下では問題は発生 しないが画像面を強 く折 り曲げると トナー像が

紙か ら欠落する可能性がある。濃度低下率が 1 0 % 以上 2 0 % 未満のときは

、通常使用環境下では問題は発生 しないが、画像面が強 く摺擦 された際に 卜

ナ一像の濃度低下が発生する可能性がある。濃度低下率 1 0 % 未満である場

合、通常使用環境下において濃度低下等の問題が発生 しない。

[0091 ] そのため本定着性評価の判定は紙面内 9 ケ所の画像の濃度低下率 を求め、

それ らの中での最 も悪い値 を採用 して、下記の基準 にて評価 した。そ して、

表 1 一 1 及び表 1 一 2 の 「定着性」の項 目に、各実施例及び各比較例 につい

て、濃度低下率の最 も悪い値及び評価 ランクを記載 した。

評価 ランク

A ：濃度低下率が 1 0 % 未満、

B ：濃度低下率が 1 0 % 以上 2 0 % 未満、

C ：濃度低下率が 2 0 % 以上 3 0 % 未満、

D ：濃度低下率が 3 0 % 以上。

[0092] (溶融ムラの評価方法）

紙上に形成 された 卜ナ一像 を定着 させたあとの、 卜ナ一の溶融状態を観察

することで定着部材の紙凹凸への追従性の指標 とすることができる。

[0093] 定着ベル トを装着 したカラ一 レーザ一プ リンタを、温度 1 0 °C湿度 5 0 %

の環境下、入力電圧 1 0 0 V にて、溶融ムラ評価画像 を 1 0 枚連続 して定着



する。紙は定着性評価に用いたものと同様のものを用いる。溶融ムラ評価画

像とは、シアン トナーとマゼンタトナ一を 1 0 0 %濃度で形成された 1 O m

m X 1 O m mのパッチ画像を、紙面中央部付近に配置した画像である。

[0094] 溶融ムラの目安としては、 2 色が形成された画像部で十分に熱と圧力が加

わることでトナーが溶融し混色する。特に紙凹凸の凹部において、熱が加わ

つていても圧力が加わっていない場合には、 卜ナ一の粒界が定着後に残存す

るため、十分に混色しない状態で溶融ムラを生ずる。定着部材が凹凸に十分

追従できない場合には、凸部は圧力が加わり混色するものの、凹部において

は混色が不十分となる。そのため本評価の判定は画像形成域の溶融状態を観

察することで確認した。

[0095] 印字後、 1 0 枚目のサンプルを抜き取り、画像形成部を光学顕微鏡で観察

し溶融厶ラを評価した。評価基準は以下のとおりである。 （表 1 _ 1及び表

1 _ 2 の 「溶融ムラ」参照）。

評価ランク

A ：紙繊維の凹部においても卜ナ一粒界がほぼ見えず、凹部凸部共に混色

している状態、

B ：紙繊維の凹部において一部 卜ナ一粒界が観察されるものの、凹部凸部

共におおむね混色している状態、

C ：紙繊維の凸部のみが混色され、凹部では卜ナ一粒界が多く観察される

状態

[0096] (実施例 2 乃至実施例 2 3 および比較例 1乃至比較例 5 )

シリコーンゴム混和物中の、各種充填剤 （無機充填剤、気相成長法炭素繊

維）の種類及び量を、表 1 _ 1及び表 1 _ 2 に記載したように変更した。そ

れ以外は、実施例 1 と同様にして定着ベル トを調製し、熱物性および硬度に

ついて評価した。弾性層の熱浸透率 b、及び弾性層の硬度Hを表 1 一 1及び

表 1 _ 2 に示す。

[0097] 尚、実施例 1 0 乃至 2 3 および比較例 1乃至 5 においては、各々下記の充

填剤 （無機充填剤、気相成長法炭素繊維）を用いた。各々の体積熱容量 （C p



- ) と共に記す。

• 実施例 1 0 乃至 1 6 ：気相成長法炭素繊維 （商品名 ： 「V G C F 」 ；昭

和電工株式会社製） ：3 . 2 4 [ M J m - K ] ；

- 実施例 1 7 ：酸化マグネシウム （商品名 ：スターマグU ；林化成株式会

社製） ：3 . 2 4 [ M J m K ] ；

実施例 1 8 ：酸化亜鉛 （商品名 ：L P Z I N C _ 1 1 ；堺化学工業株式

会社製） ：3 . 0 2 [ M J m 3 Κ ] ；

実施例 1 9 ：鉄粉末 （商品名 ：J I P S - 1 0 0 ；J F E スチール株

式会社製） ：3 . 4 8 [ M J m 3 K ] ；

- 実施例 2 0 ：銅粉末 （商品名 ：C u - HW Q ；福田金属箔紛工業株式会

社製） ：3 . 4 3 [ M J m 3 K ] ；

実施例 2 1 ：ニッケル粉末 （商品名 ：N i _ S 2 5 _ 3 5 ; 福田金属箔

紛工業株式会社製） ：3 . 9 8 [ M J m - K ] ；

実施例 2 2 ：シリカ （商品名 ：F B _ 7 S D C ；電気化学工業株式会社

製） ：1 . 7 2 [ M J m 3 K ] ；

実施例 2 3 、比較例 5 ：金属珪素粉末 （商品名 ：M _ S i 3 0 0 ；株式

会社関東金属製） ：1 . 6 6 [ M J m 3 K ] ；

- 比較例 1乃至比較例 5 ：気相成長法炭素繊維 （商品名 ： 「V G C F —H

」 ；昭和電工株式会社製） ：3 . 2 4 [ M J m 3 K ] 。

[0098] また、比較例 1 で作成 した定着ベル トを、実施例 1 と同様にカラ一レ一ザ

—プリンタに搭載 し、評価用の電子写真画像を形成 した。得 られた電子写真

画像の定着性と溶融ムラについて評価 した結果、溶融ムラの評価ランクはA

であった。 しか しながら、弾性層の熱浸透率が低いため、定着性は画像の濃

度低下率が 3 7 % と大きく低下 し、評価ランクはDであつた。

[0099] 一方、比較例 3 で作成 した定着ベル トを同様に画質評価 したところ、定着

性は4 %で、評価ランクはA であった。 しか しながら、溶融ムラに関 しては

凹部に多 くの 卜ナ一粒界が観察され、評価ランクC であった。

[01 00] 実施例 1 〜 1 6 及び比較例 1 〜 4 の評価結果を表 1 一 1 に示す。また、実
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表

この出願 は 2 0 1 2 年 1 2 月 2 6 日に出願 された 日本国特許出願第 2 0 1

2 —2 8 2 9 7 6 及び 2 0 1 3 年 1 2 月 5 日に出願 された 日本国特許出願第

2 0 1 3 - 5 1 8 0 4 か らの優先権 を主張するものであ り、その内容 を引



用 して この出願の一部 とするものである。



請求の範囲

[ 請求項 1] 基材、弾性層および離型層 を有する電子写真用の定着部材であ って

該弾性層が、 シ リコーンゴム、無機充填剤、 および気相成長法炭素

繊維 を含有 し、

該弾性層中の該無機充填剤の体積配合割合 をX (%) 、該気相成長

法炭素繊維の体積配合割合 を Y (%) と した とき、下記式 （1 ) 、式

( 2 ) および式 （3 ) を満た し、且つ、

該気相成長法炭素繊維 は、繊維長 と繊維径の比であるァスぺ ク 卜比

が、 5 0 以上であることを特徴 とする定着部材 ：

3 X + 3 0 Y ≤ 1 7 0 ( 1 )

2 5 ≤ Χ ≤ 5 0 ( 2 )

0 . 5 ≤ Υ ≤ 3 . 1 ( 3 ) 。

[ 請求項2] 前記気相成長法炭素繊維のァスぺ ク 卜比が 5 0 以上、 1 0 0 以下で

ある請求項 1 に記載の定着部材。

[ 請求項3] 前記気相成長法炭素繊維の平均繊維径が、 8 0 〜 2 0 0 n m である

請求項 1 または 2 に記載の定着部材。

[ 請求項4] 前記気相成長法炭素繊維の平均繊維長が、 5 〜 1 5 m である請求

項 1 〜 3 のいずれか一項 に記載の定着部材。

[ 請求項 5] 前記無機充填剤の体積熱容量が 3 . 0 [ M J m 3 K ] 以上であ

る請求項 1 〜 4 のいずれか一項 に記載の定着部材。

[ 請求項6] 前記無機充填剤が、 アル ミナ、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、鉄、

銅 およびニ ッケルか ら選ばれる少な くとも 1 つである請求項 1 〜 5 の

いずれか一項 に記載の定着部材。

[ 請求項7] 前記無機充填剤の平均粒径が、 1 〜 5 O m である請求項 1 〜 6 の

いずれか一項 に記載の定着部材。

[ 請求項8] 前記無機充填剤の投影像 における最小長 さに対する最大長 さの比の

平均値が、 1 〜 2 である請求項 1 〜 7 のいずれか一項 に記載の定着部



材。

[ 請求項 9 ] エ ン ドレスベ ル ト形状 を有 し、かつ、前記弾性層の厚 さが、 1 0 0

m 以上 5 0 0 斗 m 以下である請求項 1 〜 8 のいずれか一項 に記載の

定着部材。

[ 請求項 10 ] 口一 ラ形状 を有 し、かつ、前記弾性層の厚 さが、 3 0 0 m 以上 1

0 m m 以下である請求項 1 〜 8 のいずれか一項 に記載の定着部材。

[ 請求項 11] 請求項 1 〜 1 0 のいずれか一項 に記載の定着部材 と、該定着部材の

加熱手段 とを具備 していることを特徴 とする定着装置。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 1 に記載の定着装置 を具備 していることを特徴 とする電子

写真画像形成装置。
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